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群馬東部水道企業団水道施設強靭化計画 【概要版】

１．水道施設強靭化計画の策定趣旨と位置付け

 群馬東部水道企業団（以下、「企業団」）では、平成25年度に策定した「群馬東部水道広域化基本
計画」、及びその後の県営水道との統合に伴い見直した「群馬東部水道企業団垂直統合基本計画」に
基づき、施設統廃合を含めた更新事業を進めている。これらの計画は令和6年度までとなっていること
から、令和7年度以降の更新計画の立案が必要である。

２．群馬県東部地域における災害想定

 群馬県東部地域は、利根川・渡良瀬川に挟まれた地域であり、地盤が悪く地震被害が大きくなるこ
とが想定されるほか、台風・豪雨災害が発生した際には浸水被害が生じる可能性がある。

 災害規模を想定するために、群馬県東部地域で起こりうる最大の地震動及び1000年確率の降水量に
よって生じる、想定最大規模浸水深を整理した。

４．施設・管路の強靭化対策の検討

５．財政シミュレーション

 強靭化対策を実施した場合の給水原価への影響を、『群馬東部水道企業団水道ビジョン』（以下、
「水道ビジョン」）での財政収支モデルを用いて推計する。
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H28～ 施設統廃合 ～R6 R7～ 施設強靭化 ～R16

R16

概要
群馬県東部地域全体の水運用を検討し、
施設数を削減

概要
企業団の水道施設の
耐震化・耐水化・更新による強靭化

群馬東部水道企業団 令和６年３月

 近年は地震や豪雨等の災害
が増加しており、水道施設の
強靭化が必要とされている。

 本計画では、地震や豪雨等
の災害への対策と施設の老朽
度等を考慮して、企業団にお
ける令和7年度以降の耐震化、
耐水化、更新等の方針及び具
体的な対象施設や時期を明示
した水道施設強靭化計画（以
下、「強靭化計画」）を策定
する。

―水道施設強靭化計画の趣旨―

 本計画の計画期間は、令和
7年度から16年度までの10年
間とする。

5m以上 10m未満

3m以上 5m未満

0.5m以上 3m未満

0.5m未満

太田市

みどり市

千代田町 明和町

館林市

板倉町

邑楽町大泉町

太田市

みどり市

千代田町 明和町

館林市

板倉町

邑楽町大泉町

―想定最大地震動― ―想定最大規模浸水深―

３．施設・管路の被害想定

強靭化計画における具体的な施設整備箇所は別紙に示す。

【施設】

〇地震リスク
施設の構造・竣工からの経過年数等を用いて

簡易耐震診断を実施し、地震リスクを評価した。
〇浸水リスク・土砂災害リスク
県や市町が公表するハザードマップから、施

設の浸水リスク・土砂災害リスクを評価した。

【管路】

〇地震リスク
管路の管種・口径や布設からの経過年数を用

いて物理評価点数や、地震発生時の被害発生件
数の予測を行った。
※浸水・土砂災害リスクは発生しないと仮定

【施設】

〇地震リスク対策
簡易耐震診断による耐震性評価と、給水量や

施設能力から影響度を評価。耐震性評価と影響
度から優先順位を決定し、優先度の高い施設に
ついて詳細耐震診断、耐震化工事の費用を算出。

〇浸水リスク対策
浸水リスクの高い施設について、開口部防水

化によって対策するものとし費用を算出。

〇土砂災害リスク
施設更新時に移転によって対応。本計画期間

内には土砂災害リスクのある施設の更新は予定
されていないため検討対象外。

【管路】

〇地震リスク対策
導水管・送水管・重要給水施設管※について路

線化し、路線ごとに管路物理評価点数を算出。
管路の重要度と管路物理評価点数から優先順

位を決定し、優先度の高い路線について、メー
ター単価を設定し更新費用を算出。

×
(1)耐震性評価
（簡易耐震診断結果）

・被災確率
・復旧期間

優先順位の設定

(2)影響度
・給水量
・施設能力
・社会的活動

小大
重要度

配水支管緊急輸送
道路上管路

重要給水管
(他)配水本管重要給水管

(重要度1)送水管導水管

75～100

物
理
評
価
点
数

良

50~75

25~50

最優先0~25不良 更新対象

―詳細耐震診断の優先順位設定―

―管路更新の優先順位設定―

 推計期間における財源確保の方法について検討した結果、収益的収支において黒字を維持しつつ、資
金残高40億円の維持と企業債残高の増加抑制を達成するためには、令和11年度の料金改定の実施が必要
となる見込みである。

 仮に令和7年度以降も交付金による補助があった場合には、必要となる料金改定率を抑制することが
できるが、交付金が確実に交付されるとは限らないため、令和7年度以降の国の政策等の動向に注目す
る必要がある。

―収益的収支と純利益の見通し― ―資本的収支と資金残高の見通し―

※配水池から重要給水施設（医療機関や事業体の指定
避難所等）へと配水を行う配水本管・配水支管のこと。

６．今後の展望

 水道施設の耐震化は詳細診断の結果を踏まえて柔軟に計画を見直す必要がある。
 事業費や事業量には限りがあり、早急に全ての水道施設・管路を更新・耐震化することは困難である。
そのため、大規模な被害が生じた状況を想定した、人員・資機材を含めた応急復旧体制・応急給水体制
の整備を行い、被災時の影響を低減させる取り組みが必要である。

 本計画で設定した強靭化に係る事業は、大規模な災害が発生した場合でも給水を継続するために必要な
事業である。住民への説明を密に行い、料金改定の必要性に対し理解を得る必要がある。



―事業計画（R7～R16）―

【別紙】強靭化計画 事業計画一覧

大泉第一配水場

邑楽第三配水場

大泉第二配水場

板倉東浄水場

太田藪塚高区配水場

みどり塩原浄水場

太田利根浄水場

東部浄水場

太田利根浄水場
～太田西部配水場

太田金山配水池
～大泉第一配水場

【事業計画の作成】

〇概算事業費の設定
本事業における概算事業費は、水道ビジョン

にて策定された財政計画における建設改良費額
の10年合計額を上限とする。ただし、財政計画
は金額の5年毎の平均値を採用しているため、
年度ごとの上限は設定しないものとする。

既存計画
10年間の
合計金額

強靭化計画
費用上限

強靭化計画
上限設定
方針

建築 431,040

3,713,435

施設の耐震化・耐水化
費用として見込む。単
純更新の費用として一
定額を確保する。土木 3,282,395

導水管 1,451,180

20,928,162

管路の耐震化費用とし
て見込む。老朽管（配
水支管）更新費用とし
て一定額を確保する。

送水管 3,663,898

配水本管 3,389,005

配水支管 12,421,080

（千円）
―水道施設強靭化計画費用上限―

施設の事業計画（詳細耐震診断・耐震補強）

施設名

土 木 太田藪塚高区配水場 配水池

みどり塩原浄水場 着水井 ブロック形成池 薬品沈殿池 急速ろ過池 濃縮槽 排水ピット

板倉東浄水場 配水池

大泉第一配水場 高架水槽

大泉第二配水場 配水池

邑楽第三配水場 配水池

建 築 太田利根浄水場 管理棟 電気室 送水ポンプ室

みどり塩原浄水場 管理棟 受変電室 ポンプ室 硫酸貯留室

大泉第一配水場 管理棟

邑楽第三配水場 管理棟 電気室 発電機室

太田利根浄水場 建築施設

東部浄水場 建築施設

管路の事業計画

施設名

導水管 太田利根浄水場 導水管

送水管 太田利根浄水場 送水管

太田金山配水池 送配水兼用管

配水管 重要給水施設管
太田記念病院

（太田市）

イムス太田中央総合

病院  （太田市）

宏愛会第一病院

（太田市）

太田じんクリニック

（太田市）

慶友整形外科病院

（館林市）

恵愛堂病院

（みどり市）
東邦病院

（みどり市）

希望の家療育病院

（みどり市）

みどり病院

（みどり市）

明和メディカルセン

タービル（明和町）

蜂谷病院

（大泉町）

おうら病院

（邑楽町）
太田市役所

（太田市）

太田西部消防署

（太田市）

韮川行政センター

（太田市）

毛里田行政センター

（太田市）

生品行政センター

（太田市）

綿打行政センター

（太田市）
藪塚本町中央公民館

（太田市）

館林第五小学校

（館林市）

館林第八小学校

（館林市）

館林第九小学校

（館林市）
桐生みどり消防署大間々新

里分署           (みどり市）

大間々東中学校

（みどり市）
大間々公民館

（みどり市）

北部公民館

（板倉町）

南部公民館

（板倉町）

明和町役場

（明和町）

明和東小学校

（明和町）

明和西小学校

（明和町）
千代田町役場

（千代田町）

町民プラザ

（千代田町）

総合保健福祉セン

ター（千代田町）

大泉西小学校・西体

育館（大泉町）

大泉北小学校

（大泉町）

⾧柄公民館

（邑楽町）
高島公民館

（邑楽町）

管

路

更

新

事

業
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耐水化事業

事  業
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【管路の物理的評価】
各管路に対して、「水道施設更新指針」（日本水道協会、平成17年）に基づき、物理的評価を行う。
物理的評価の評価項目として５つの指標を基に、総合物理的評価点数Sを算出する。

① 管路の老朽度：経年化係数（CY）
経年化係数は管路の経過年数によって定まる定数である。経過年数が長くなるほど、経年化係数は小さくなる。

② 管路の事故危険度：事故危険度点数（SF）
平常時における管路事故の危険度を100点満点で評価する。主な既往資料から各種の管路の平均的な事故率を設定し、それを事
故危険度係数（CF）とし、そこから事故危険度点数（SF）を算出する。100 点に近いほど事故危険度は小さくなる。

③ 管路の水理条件：水理機能点数（SH）
管路内の錆こぶなどの障害の程度が大きくなると水理機能も低下するため、各種の管路による障害の程度によって水理機能係数
（CH）をつける。そこから水理機能点数（SH）を算出する。100点に近いほど水理機能は満足されていて、管路の障害も小さい。

④ 管路の耐震度：耐震性強度点数（SS）
管路の耐震性強度（RS）を管種、管径の補正係数から算出する。算出に当たっての各種補正係数は地震による水道管路の被害予
測を用いる。耐震性強度から耐震性強度点数（SS）を算出する。100点に近いほど耐震性が大きい。

⑤ 管路における水質劣化：水質保持機能点数（SQ）
水質保持機能係数は、各種の管路の残留塩素の消費、赤水の発生、有機溶剤の浸透等といった障害の程度によって定められる。
水質保持機能係数から水質保持機能点数（SQ）を算出する。100点に近いほど水質保持機能は優れていると言える。

【別紙】重要給水施設管路 総合物理的評価点数（重要度１のみ）

25点未満
25点～50点未満
50点～75点未満
75点以上

物理評価点数

① 管路の老朽度

② 管路の事故危険度

③ 管路の水理条件

④ 管路の耐震度

⑤ 管路における水質劣化

CY

SF

SH

SS

SQ

SF’

SH’

SS’

SQ’

物理的評価の
評価項目

S

総合物理的
評価点数

総合物理的
評価点数（S）

総合評価

75点以上～
100点

健全である。

50点以上～
75点未満

一応許容できるが弱点を改良、
強化の必要がある。

25点以上～
50点未満

良い状態ではなく、
計画更新を要する。

0点～
25点未満

きわめて悪い、
早急に更新の必要がある。


